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   清須市と春日町の合併には、以下のような背景と必要性を挙げることができます。 

 

（１）両市町の沿革とさまざまな結びつき 

清須市は平成 17 年 7 月に誕生した新しい市ですが、春日町の行政区域が形づく

られたのは、今からほぼ 100 年前の明治 39 年（1906 年）のことです。この間、人々

の生活様式や経済状況は大きく変動し、通勤・通学や買い物、公共施設の利用など

の人の動きも広域化しています。また、清須市と春日町は行政上の広域圏が同一で

あることに加えて、消防及び休日急病診療、ごみ処理、し尿処理、火葬場の建設及

び維持管理などの事業を、一部事務組合において共同で行っています。さらに地理

的な近接性から通勤・通学の動向で密接なつながりを持つなど、一体的な行政を推

進しやすい条件にあります。このため、住民にとって身近な公共団体である両市町

も、生活様式の変化や広域化に伴って適切な規模への転換が必要です。 

さらに、清須市と春日町は五条川でつながり、水と緑の空間を共有しているとい

う、一体性を持っています。潤いと憩いの空間を持ったまちづくりを進める上で、

両市町の合併はプラスの効果をもたらすことが期待されます。 

 

（２）地方分権の進展への対応 

いわゆる「平成の大合併」が進み、これと並行して地方分権が進められる中にあっ

て、国においては「地方分権改革推進委員会」における検討を行い、その第一次勧

告において、市町村へのより一層の権限移譲を求め、特に市に対して優先的に移譲

を進めるという方向を打ち出しています。また過疎地域や規模の小さい町村と、都

市部や圏域の中心となりえる市との間に明確な区分を設けようとしています。（「定

住自立圏構想※」） 

このように今後の地方自治体は、ますます高度化する行政需要に対応して、一定

のスケールをもつことが必要条件となりつつあります。 

両市町の合併は、施策の適切な推進や行財政運営に必要な管理業務を適切に行う

ために、限りある財源や行政組織などの資源を効率的に活用するために欠かせない

取り組みと考えることができます。 

※定住自立圏構想：国（総務省）が平成 19 年度から検討している政策。全国の自治体に対して一律の機能を

持たせるのではなく、概ね人口 5万人程度以上で昼夜人口比率が 1以上の中心市に暮らしに必要な都市機能

を重点的に整備し、周辺市町村の住民はこの機能を利用することにより、大都市以外でも定住可能な圏域を

つくろうとするもの。なお、平成 20 年 5月 15 日に総務省の定住自立圏構想研究会（座長：佐々木毅学習院

大学教授）がまとめた報告書では、東京都市圏、名古屋都市圏、大阪･京都・神戸都市圏は基本的に構想の

対象外とされている。 

１-１ 合併の背景と必要性 
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（３）少子高齢化の進行への対応 

出生率低迷の影響を受け、今後我が国の人口は減少し、全体として高齢化が進行

していきます。そのため、将来、少数の生産年齢人口が多くの高齢者を支える社会

が到来すると予測されています。 

両市町においても、生産年齢人口（15 歳～64 歳人口）比率は、平成 3 年から平

成7年までにピークを迎え、その後減少に転じている一方、老齢人口（65歳以上人口）

比率については、一貫した上昇傾向を示しており、少子高齢化が確実に進行してい

ます。 

清須市や春日町は人口動向の面からも、財政状況から見ても、全国的には恵まれ

たポジションにあるといえます。しかし、両市町においても少子高齢化は確実に進

展しており、長期的には住民税を負担することができる働き盛りの住民層が減少す

ることも考えられます。 

このような来るべき本格的な少子高齢化社会においても、適切な行政サービスを

実施するため行政組織の効率化は不可避であり、この点からも両市町の合併は必要

と考えられます。 

 

（４）厳しい財政状況への対応 

依然として厳しい経済情勢が続く中で、我が国の財政状況は、先進国最悪の危機

的な状況にあります。こうした中にあって国・地方を通じた行財政改革が進められ

ていますが、その基本は「地方にできることは地方に」という地方分権であり、地

方自治体の側では分権の受け皿にふさわしい行財政基盤を整える必要があります。 

両市町は全国的に見ると税収に恵まれ自主財源の比率も高いため、決して困窮し

ているようには見えません。しかし、行財政の規模が小さいため、都市基盤整備な

どの事業を進めるために借金をすると、たちまち財政が悪化してしまう構造となっ

ています。清須市・春日町ともに、現在の財政状況は危機的な状況とはいえません。

しかし、今後は下水道整備等において大きな事業費を負担することが想定されてい

ますが、現状の行政組織を維持しながらこれらの大規模事業を行うことは極めて困

難であるといわざるを得ません。 

こうした懸念を軽減するためには、財政規模を大きくかつ効率化する必要があり

ます。 

両市町の合併は行財政規模の拡充とともに、行財政運営の効率化をこれまで以上

に推し進め、行財政システムを持続可能なものへと改革していくために欠かせない

取り組みであるということができます。 
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（１）計画策定の根拠及び内容 

① 清須市・春日町合併協議会は、市町村の合併の特例等に関する法律（平成 16

年法律第 59 号）第６条の規定に基づく「合併市町村基本計画」を策定します。 

② 「合併市町村基本計画」においては、新市のまちづくりの基本方針を定めると

ともに、新市及び愛知県が実施するまちづくりの根幹となるべき主要事業や特徴

的な事業等の施策を掲載します。 

③  「合併市町村基本計画」については、計画期間を対象とする財政計画及びその

前提となる行財政運営の考え方を盛り込みます。 

 

（２）計画の期間 

「合併市町村基本計画」の計画期間は、合併年度及びこれに続く 15年度間（平成36

年度まで）とします。 

 

（３）計画の対象地域 

「合併市町村基本計画」の対象地域は、清須市・春日町の全域とします。 

 

（４）計画策定に当たっての留意事項 

① 清須市・春日町の総合計画を基礎として、住民意識調査による住民の意向を踏

まえた計画づくりを目指します。 

② 現在、清須市・春日町が進めているまちづくりの方向性を尊重するとともに、

各地域の持つ自然、歴史、文化などの特徴を活かし、両市町全体の住民福祉と活

力の向上を目指します。 

③ 新市の持続可能で均衡ある発展を目指すものであることとします。 

④ 新市民の交流・連帯が進められるよう十分に配慮し、新市の一体性の速やかな

確立を目指します。 

⑤ 「合併市町村基本計画」には新市のまちづくりにおいて真に必要な事業等を位

置づけるとともに、新市における県事業の推進に関する項を置き、県と新市が一

体となってまちづくりを進めます。 

⑥ 地方財政が極めて厳しい状況にあることを踏まえ、事務事業の推進と見直しを

含む行政運営の方針を定めるなど、合理的で健全な財政運営に裏付けられた着実

な計画づくりを目指します。 

１-２ 計画策定の方針 
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両市町の区域は、愛知県西部、尾張平野のほぼ中央に位置し、南部は名古屋市に

隣接しています。また、北部は北名古屋市、一宮市及び稲沢市に接し、東部は名古

屋市に、西部は甚目寺町に接しています。 

清須市方面は比較的平坦で庄内川の下流域にあり、ほとんどの地域は海抜 10ｍ

未満となっています。一方、春日町方面は、田畑がゆったりと広がる田園都市の顔

を持っています。両市町の区域では、庄内川のほかに新川、五条川などの河川が流

れ、豊かな水辺環境に恵まれ、四季折々の風景を楽しむことができます。 

交通は広域の利便性に恵まれ、ＪＲ東海道本線、名鉄名古屋本線・犬山線・津島

線及び東海交通事業城北線の鉄道網のほか、東名阪自動車道、名古屋高速 6号清須

線、16 号一宮線、国道 22 号、302 号などの道路網により周辺都市との連携が図ら

れています。 

両市町の面積は、1,732ha で東西約 5.5km、南北約 8.0km の広がりをもち、愛知

県の面積の 0.34％に当たります。地目別では、宅地（44.7％）が最も多く、次に農

用地（20.4％）、道路（19.7％）、水面・河川・水路（6.2％）、その他（9.8％）となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

（１）人口推移 

清須市および春日町の合併後の新市の平成 12 年から平成 17 年まで各年の人口・

世帯数の推移は以下のとおりです。 

   平成 12 年から平成 17 年までの新市の人口推移をみると、平成 12 年から平成 14

年まで減少傾向となるが、平成 14年以降増加傾向となっています。 

また、両市町別の人口推移をみると、清須市では、平成 12年から平成 14年まで 

２-１ 位置・地勢・面積 

２-２ 人口・世帯数 
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減少傾向で、その後増加傾向となっています。春日町では、平成 13 年に減少後、

平成 14 年から平成 15 年にかけて増加し、再び平成 16 年に減少して、その後

増加しています。 
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平成 12 年から平成 17 年までの新市の年齢構成別人口割合をみると年少人口の

割合が減少し、老年人口の割合が高まっています。平成 12 年には、年少人口割合

14.58％、老年人口割合 14.82％となっていますが、平成 17 年の年代別人口割合は、

年少人口割合 13.90％、老年人口割合 17.80％となっています。 

両市町別に平成 17年の年代別人口割合をみると、年少人口割合（13.93％）、老年

人口割合（17.98％）は清須市が高く、生産年齢人口割合（69.74％）は春日町のほ

うが高くなっています。 

 

 

 

 

（２）世帯数推移 

平成 12 年から平成 17年までの世帯数推移は以下のとおりとなります。新市の世

帯数推移をみると、平成 13 年に減少し、その後平成 16 年まで増加が続いていまし

たが、平成 17 年に再び減少しています。 

両市町別にみると、清須市では平成 13 年（19,657 世帯）に減少したあと、平成

17 年（20,882 世帯）まで増加が続いています。春日町では、平成 16 年（2,963 世

帯）まで増加傾向にありましたが、平成 17年（2,587 世帯）に減少に転じています。 

新市の 1世帯当たり人員の推移をみると、緩やかな減少傾向となっており、平成 
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12 年（2.81 人）から平成 17年（2.70 人）までに 0.11 人が減少しています。全体的

にみると、世帯数の増加と 1 世帯当たり人員の減少がみられ、核家族化の進行がう

かがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

‐7‐ 



 

 

 

 

 

 

（１）近代以前 

清須市の区域の歴史ははるか遠く、尾張平野最大の遺跡である朝日遺跡に集落が

開かれた弥生時代までさかのぼります。 

   また、室町時代のはじめ守護所下津城の別郭として築かれた清洲城など数多くの

歴史資源が各地に残っています。弘治元年（1555 年）戦国武将織田信長公が那古

野城から清洲城へ入城し、慶長年間には城下町一帯が「関東の巨鎮」と称され、文

化の中心地として、また尾張の要所として栄えた歴史を持っています。 

さらに、関ヶ原の合戦で勝利を収めた徳川家康公が通ったとされ、名古屋と中山

道を結ぶ最も重要な道路と位置づけられていた美濃街道を、吉例街道として、江戸

時代には数多くの大名たちが縁起を担いで通り、家康公の命により開設された青物

市場とあわせ、宿場町として大いに栄えた歴史も有しています。 

江戸時代中期には、庄内川の氾濫により幾度となく水害にあっていた当時におい

て、多くの農民や地元の役人たちの尊い汗と犠牲により天明 7 年（1787 年）に新

川が竣工されています。 

春日町の区域の歴史も弥生時代までさかのぼります。町内には朝日遺跡や竹村遺

跡があり、このあたりで集落が形成されていたことがうかがえます。 

16 世紀に入ると、清洲城下の発展とともに人口も増加しました。天明 3年（1783

年）には、落合地内に尾張藩清須代官陣屋が設けられ、政務等が執られていました。 

また、江戸時代初期より宮重大根の栽培が始まり、尾張徳川家にも献上されてお

り、江戸時代中期には全国に知れ渡るところとなりました。 

 

（２）近代以後 

近代に入ると、明治 13年（1880 年）春日井郡が東西の 2郡に分かれて西春日井

郡が誕生した後、西春日井郡内の町村で合併が繰り返されてきました。清須市は、

西枇杷島町、清洲町、新川町の 3 町が合併し、平成 17 年に誕生し、現在に至って

います。 

春日町は明治 22年（1889 年）の「町村制」の実施に伴いできた下之郷村・落合

村の 2 村の合併により、明治 39 年（1906 年）に春日村が誕生しました。その後、

平成 2年（1990 年）に町制が施行され春日町となり、現在に至っています。 

 

 

 

 

 

 

２-３ 歴史・沿革 
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（１）商業 

新市の商店数は平成 16 年で 730、従業者数が 5,329 人、年間商品販売額が

164,696 百万円です。 

平成 6 年から平成 16 年までの年間商品販売額推移をみると、一貫して増加傾向

にあります。 

両市町別の年間商品販売額推移をみると、清須市では、平成 6年から平成 9年に

かけて減少しており、その後は増加が続いています。春日町では、平成 6年から平

成 16 年にかけて、増減を繰り返しています。 
 

 
 

 

２-４ 産業 
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（２）工業 

新市の事業所数は平成 16 年で 264、従業者数が 9,244 人、製造品出荷額等が

355,191 百万円です。 

平成 6 年から平成 16 年までの製造品出荷額等推移をみると、近年は減少傾向に

あります。 

両市町別の製造品出荷額等推移をみると、清須市では減少傾向となっていますが、

春日町では、ほぼ横ばいに推移しています。 
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（３）農業 

新市の農家数（経営体数）は平成 16 年で 367、農業産出額が 1,150 百万円です。 

平成 6 年から平成 16 年までの農業産出額の推移をみると、増減を繰り返しつつ

も減少傾向にあります。 

両市町別の農業産出額推移をみると、清須市では平成 10 年までは増減を繰り返

していますが、その後は減少傾向となっています。春日町では平成 12 年までは減

少傾向でしたが、その後は増加傾向となっています。 
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平成 17年までの国勢調査の結果に従い、コーホート要因法によって新市の人口を

推計すると、総人口（合計）は平成 17 年の約 63,400 人から微増減を繰り返しなが

ら 10 年間は横ばいのまま推移し、平成 27 年時点でも約 63,400 人と見込まれます。

その後やや減少し平成 32 年には約 62,500 人になるものと見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-１ 人口（総人口、年齢構成別人口割合） 
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年齢構成別人口割合については、少子・高齢化が進み、0 歳から 14 歳の年少人

口割合は平成 17年の 13.90％から平成 32年には 13.32％に、65歳以上の老年人口割

合は平成 17年の 17.80％から平成 32年には 25.07％になるものと見込まれます。 
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清須市と春日町におけるこれまでの世帯数の推移と今後の人口の見通しから、ト

レンド法によって今後の世帯数の見通しを明らかにします。 

   清須市も春日町も、これまで世帯数は概ね増加傾向にあり、その伸びは人口増加

とほぼ同じかやや上回っていたため、１世帯当りの人員も少なくなってきました。

こうした傾向が変わらないとすると、今後ますます世帯当り人員が減少し、一方で

人口は横ばいから増加傾向となるため、世帯数はこれまで以上に増加することが予

想されます。 

   この結果、新市の世帯数は、平成 17 年の約 23,500 世帯から平成 32 年には約

27,000 世帯へと増加することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

３-２ 世帯数 
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新市のまちづくりの理念は、「安心」「快適」「創造」「責任」の、４つの理念によっ

て構成することとします。 

 

① 安心 
災害、交通事故、犯罪等から生命・財産が守られ「安心」して生活できる安全な

まちづくりを目指します。また、福祉サービスや保健医療体制を充実し、健康で「安

心」して暮らせるまちづくりを目指します。 

 

② 快適 
３つの河川に代表される水のある空間を大切にし、自然と共生し、住みやすく文

化的環境が整った「快適」なまちづくりを目指します。 

また、広域的な交通利便性を活かし、他の地域との連携を図りながら、便利で「快

適」な都市にふさわしいまちづくりを目指します。 

 

③ 創造 
新しい経済社会への転換が急速に進む中で、市民や地域企業が多様な価値観のも

とで「創造」性豊かな活動ができるまちづくりを目指します。 

また、地域の歴史や文化、芸術を大切にし、次世代を担う子どもたちの「創造」

性を育むまちづくりを目指します。 

 

④ 責任 
国と地方の財政構造改革や地方分権の進展を受けて、両市町の行政運営を単に継

承するのではなく、自らの「責任」と裁量で自らのまちづくりを担うべく、不断の

改革に取り組みます。 

また、将来世代に過度な負担を残さず、若い世代が将来に希望を持って暮らすこ

とができる、持続性のあるまちづくりを目指します。 

 

【新市の基本理念】 

安 心：災害や犯罪から生命財産を守り、安心して暮らせるまちづくりを目指す 

快 適：自然と共生し、すみやすく文化的環境が整ったまちづくりを目指す 

創 造：創造性豊かな活動ができるまちづくりを目指す 

責 任：両市町の行政運営と施策展開に安住することなく改革に取り組み、持続 

性があり将来世代に責任の持てるまちづくりを目指す 

 

 

 

 

４-１ まちづくりの理念 
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新市のまちづくりの基本理念である「安心」「快適」「創造」「責任」をもとに、

新市の将来像を次のように設定します。 

 

～新市の将来像～ 

水と歴史に織りなされた 安心・快適な環境都市 

 

   新市の将来像には市の個性が欠かせません。それが「水」と「歴史」です。 

「水」とは、３本の川（庄内川・新川・五条川）に代表される市の特徴を示します。

特に五条川は清須市と春日町を貫く河川であり、新市統合のシンボルともなりえる

位置を占めています。 

「歴史」とは、清洲城・美濃街道などの豊かな歴史的資源に代表される市の特徴

です。歴史は清須市のアイデンティティの源であり、市民共通の貴重な財産です。 

 

新市の将来像の核心は、新市の目指す都市の姿です。 

「安心・快適な環境都市」とは、名古屋大都市圏に位置して生活利便性が高く、

かつ防災安全性や自然環境が保たれた将来の都市イメージを表しています。特に新

市は清須市の密集した市街地に春日町の農地などが加わることによって、大都市近

郊でありながら緑に恵まれゆとりのある空間を有することになります。恵まれた立

地条件を活かし、自立した魅力ある都市へと飛躍・発展していくことが期待されま

す。 

 

新市は水と歴史という個性を活かしながら、様々な主体の協調・協力によって「真

に安心して快適に暮らすことができる」都市を目指します。そしてこうした思いを

込めた将来像が、「水と歴史に織りなされた 安心・快適な環境都市」です。 

 

 

 

 

 新市の将来像「水と歴史に織りなされた 安心・快適な環境都市」の実現を図る

ため、新市のまちづくりの基本方針を以下の７つに定めます。 

 

（１）安全・安心で自然が息づくまちづくり 
河川や上下水道などの都市基盤を着実に整備するとともに、防災・防犯・救急の

体制を充実することによって、市民が安心に暮らせるまちづくりを進めます。 

   あわせて、ごみ処理の充実と火葬施設・墓地の充実を図ります。 

 

 

 

４-２ 新市の将来像 

４-３ 施策の基本方針 
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（２）健康で思いやりのあふれるまちづくり 
医療・福祉の充実と、社会保障制度の着実な運営、子育て支援や青少年の健全育

成によって、市民が健康で健やかに暮らせるまちを目指します。 

   また、消費者保護の取り組みによって市民の生活を守るとともに、自治・コミュ

ニティ活動やボランティア・NPO活動の支援、男女共同参画社会の推進によって、

市民がお互いに助け合い、思いやりを持って暮らせるまちを目指します。 

 

（３）水と緑に恵まれうるおいのあるまちづくり 
新市の貴重な資源である河川や緑地を活かして、水と緑のネットワークの形成を

図ります。また、農地の有効活用、地産地消・食育の推進を通じて、農を活かした

まちづくりを進めます。 

さらに、資源循環型のまちづくりを進め、環境への負荷抑制を図り、水と緑に恵

まれうるおいのあるまちを目指します。 

 

（４）便利で快適に暮らせるまちづくり 
市民の便利で快適な暮らしを実現するため、市街地整備や都市景観整備を進めま

す。 

また、道路・橋りょうの充実や鉄道駅周辺の整備、機能強化を通じた交通拠点と

公共交通の充実を図り、市民の交通利便性を高めることを目指します。 

 

（５）歴史・伝統・文化・教育を大切にするまちづくり 
学校教育・生涯学習の充実に努めるとともに、文化・芸術活動、スポーツ・レク

リエーション活動の振興を図ります。また地域間・国際交流の振興によって、人材

育成を大切にするまちづくりを進めます 

さらに文化財保護によって、歴史や文化を大切にするまちづくりを進めます。 

 

（６）創造的にいきいきと働くことのできるまちづくり 
新市に立地する事業所の経営基盤強化へ取組みに対する支援、土地などの資

源の有効活用を通じて、商業・工業の活性化を図ります。 

また、歴史的資源を活用して、観光の振興を図ります。 

 

（７）新しい時代に対応した、参加と交流のまちづくり（市民参加と行政運営） 
新市のまちづくりを市民と共に進めるため、市民参加の推進を図ります。また、

電子自治体の推進や行政運営の合理化による改革を推進します。 
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新市においては、工業地区と住宅地区、さらに農用地が混在していますが、将来

的な用途純化を基本として、広域的な交通利便性とゆとりある土地空間の有効活用

を図り、新市として職・住・レクリエーションの空間が共存する地域として整備す

る必要があります。 

   このため、ＪＲ枇杷島駅、名鉄新清洲駅、須ケ口駅を中心とする地域を、商業等

の機能が集積する交流拠点とします。 

   また、都市化が進む中で貴重な緑地を守るため「都市緑地・農地ゾーン」を設定

するとともに、新市を流れる庄内川・新川・五条川の流域を、市民が憩う水辺空間

として整備し、清洲城や美濃街道などの歴史資源及び五条川沿いの文化芸術施設な

どを活用し、市民が安らぎと知的な充足感を感じることができる「憩いの水辺保全・

活用ゾーン」を設定します。これらの地域資源を活用するために、「地域資源（歴史・

水辺）活用軸」で結び、地域の文化的な向上を目指します。 

   各ゾーンを「広域幹線交通軸」と「地区内連絡幹線道路」で連結することにより、

新市全域の均衡な発展と広域的な交流・連携を図り、新市の一体感をより高めてい

きます。 

   今後新市においては、都市計画上の用途区分に応じた適切な土地利用を推進する

とともに、「広域幹線交通軸」に産業等の機能集積を図るなど、その土地のポテンシャ

ルを活かしたまちづくりを進め、市全体として大都市近郊にふさわしい活力向上を

目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４-４ 土地利用方針 
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土地利用方針図 
 

 

注）イメージ図であるため縮尺は多少の誤差があります。 
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５-１ 施策体系図 
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１ 安全・安心で自然が息づくまちづくり              

 

① 河川・排水対策の充実 

水害に強い都市基盤の確立を目指して、大雨等による水害を抑止するための施設

整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・雨水貯留施設整備事業 

・都市下水路・ポンプ場整備事業 

・河川改修事業 

 

 ② 防災対策の充実 

災害発生時に被害を最小限にとどめることを目指して、防災機能の強化、災害に

備えた地域住民の支援に取り組みます。 

【主な事業】 

・木造住宅耐震（診断・改修）事業 

・防災行政無線管理・改修事業 

・自主防災活動支援事業 

 

 ③ 防犯・交通安全対策の充実 

市民とともに犯罪の発生を抑止するため、防犯活動支援に取り組みます。また、

交通安全意識の高揚を図るため、交通安全活動支援に取り組みます。 

【主な事業】 

・防犯活動支援事業 

・街路灯整備事業 

・交通安全運動・活動支援事業 

・放置自転車等対策事業 

・交通災害共済事業 

 

 ④ 消防・救急体制の充実 

火災発生時に被害を最小限にとどめることを目指して、県及び周辺市との連携の

もと、常備・非常備消防力の維持及び救急機能の充実に取り組みます。 

【主な事業】 

・消防団支援事業 

・消防施設管理事業 

 

 

 

５-２ 方針別主要施策 
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⑤ 上水道・下水道の充実 

広域的な連携による水道管などの適正な管理のもと、上水道の安定供給を図りま

す。また、大雨等による水害被害の抑止と、生活環境向上のため流域下水道に関連

した公共下水道の整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・水源施設管理事業 

・流域下水道・公共下水道整備事業（雨水・汚水） 

 

 ⑥ ごみ処理体制の充実 

市内のごみ処理及びし尿処理を適切に実施するとともに、広域的な連携により、

し尿処理施設の運営に取り組みます。 

【主な事業】 

・ごみ収集処理委託事業 

・し尿処理施設運営事業 

 

 ⑦ 火葬施設・墓地の充実 

施設充実の必要性に適切に対応するため、火葬施設の整備や市営墓地の維持管理

に取り組みます。 

【主な事業】 

・火葬施設整備事業 

・市営墓地維持管理事業 

 

 

２ 健康で思いやりのあふれるまちづくり              

 

 ① 医療体制・健康づくり環境の充実 

誰もが安心して医療を受けることができるよう、医療体制及び健康づくり環境の

充実に取り組みます。 

【主な事業】 

・救急医療体制促進事業 

・各種健（検）診事業 

・健康教育・相談事業 

・各種予防接種事業 
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 ② 地域福祉の充実 

地域社会における団体間の情報交換を支援し、社会福祉協議会等の関係団体との

連携の促進に取り組みます。 

【主な事業】 

・地域福祉活動支援事業 

・各種福祉施設運営管理事業 

 

③ 少子化対策・児童福祉・母子（父子）福祉の充実 

子育ての負担感を軽減するため、各種子育て支援に取り組みます。また母親と子

供の健康を守るための母子保健活動や、母子（父子）家庭を対象にした家庭支援事

業に取り組みます。 

【主な事業】 

・子育て支援事業 

・子育て支援・療育施設運営管理事業 

・保育サービス事業 

・保育所整備事業 

・母子（父子）家庭支援事業 

 

 ④ 障害者（児）福祉の充実 

障害者の通院など日常の移動にかかる交通費の負担軽減を図るとともに、障害者

の医療にかかる支援や、広域障害者福祉施設の運営に取り組みます。 

【主な事業】 

・障害者自立支援事業 

・障害者生活支援事業 

・広域障害者福祉施設運営事業 

 

 ⑤ 高齢者福祉の充実 

高齢者が安心して生活できるよう、デイサービスや介護用品の支給などに取り組

みます。またシルバー人材センターの運営等を通じて社会参加の機会提供に取り組

みます。 

【主な事業】 

・高齢者生活支援事業 

・特別養護老人ホーム整備事業 

 

 ⑥ 社会保障の充実 

社会保障制度の安定的運用を図るとともに、生活保護制度に基づいた低所得者支

援などに取り組みます。 

【主な事業】 

・国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療保険事業 

・生活保護・低所得者支援事業 
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 ⑦ 青少年の健全育成 

青少年を取り巻く環境は変化しており、それに伴う問題も多様化してきているこ

とを踏まえ、市民と行政が一体となって青少年を取り巻く問題に取り組みます。 

【主な事業】 

・青少年教育推進事業 

・家庭教育推進事業 

・児童生徒青少年交流事業 

 

 ⑧ 消費者利益の擁護・増進 

消費者利益を擁護・増進するため、市民に対する啓発活動を実施します。また、

金融信用貸付制度の適正な運用に取り組みます。 

【主な事業】 

・市民金融信用貸付事業 

・消費者生活相談事業 

 

 ⑨ 自治・コミュニティ活動の振興 

市民と地域社会のよりよい関係を作るため、コミュニティ活動の推進、市民の交

流の場の提供に取り組みます。 

【主な事業】 

・コミュニティ活動推進事業 

・公共施設運営事業 

 

 ⑩ ボランティア・ＮＰＯの活動の振興 

まちづくり団体等との協働事業について、調査・研究に取り組みます。 

【主な事業】 

・まちづくり団体等協働調査事業 

 

 ⑪ 男女共同参画社会の推進 

男女共同参画社会についての理解が深まるよう、普及啓発活動に取り組みます。 

【主な事業】 

・男女共同参画社会教育推進事業 

・審議会委員等への女性の登用促進 
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３ 水と緑に恵まれうるおいのあるまちづくり            

 

 ① 環境の保全、資源循環型まちづくりの推進 

自然環境を美しく保ち、ごみなど不法投棄物のないまちをつくるため、循環型の

まちづくりを進めるとともに、公害監視体制の充実に取り組みます。 

【主な事業】 

・資源回収事業  

・環境美化推進事業 

・公害対策事業 

 

 ② 公園・緑地の充実 

身近で余暇を楽しむ場所を増やすため、街区公園の整備や河川周辺における緑地

の整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・都市公園整備管理事業 

・緑地整備事業 

 

 ③ 水と緑のネットワークの形成 

水辺空間を安らぎや自然とのふれあいの場として活用できるよう、環境美化活動

に取り組むとともに、庄内川、新川、五条川を中心とした市内主要河川における河

川沿い歩道の整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・河川歩道整備事業 

 

 ④ 都市近郊農業の振興 

農業の生産性向上等を図るため、生産農家を支援するとともに、農業を活かした

まちづくりの推進のため、特産物づくりの支援や市民のためのレジャー農園の管理

に取り組みます。また、食育に関する施策を推進するとともに、伝統野菜を活用し

た食文化の伝承に取り組みます。さらに、水害防止を図るため土地改良や用排水路

等の整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・生産農家支援事業 

・レジャー農園管理事業 

・土地改良事業 

・用排水路整備事業 
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４ 便利で快適に暮らせるまちづくり                

 

 ① 市街地整備の推進 

鉄道駅近辺における商業・業務機能の向上を目指して駅周辺整備を推進し、交通

利便性の向上と都市的環境の整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・土地区画整理事業 

・鉄道駅周辺整備事業 

 

 ② 都市景観整備の推進 

市街地における良質な景観を形成するため、街路樹等の適切な維持管理に努める

とともに、規制・誘導策の推進による都市景観整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・街路樹等維持管理事業 

・都市景観整備事業 

 

 ③ 道路・橋りょうの充実 

都市にふさわしい交通基盤を確立するため、街路整備を推進し、あわせて歩道設

置などの道路改良事業、市道の維持管理に取り組みます。また、交通の安全性確保

のため、河川等を横断する橋りょうの改築に取り組みます。 

【主な事業】 

・街路整備事業 

・道路改良事業 

・道路維持補修事業 

・橋りょう改築事業 

 

 ④ 公共交通の充実 

市民の交通移動における利便性を高めるため、公共交通の充実に努めるとともに、

鉄道駅のバリアフリー化などに取り組みます。 

【主な事業】 

・コミュニティバス事業 

・鉄道駅バリアフリー化事業 

・名古屋鉄道高架化事業 
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５ 歴史・伝統・文化・教育を大切にするまちづくり         

 

 ① 学校教育の充実 

地域における教育環境の充実を図るため、特色ある学校づくりや教育相談体制の

推進に取り組みます。また、安全安心な教育環境の整備に取り組みます。 

【主な事業】 

・特色ある学校づくり事業 

・外国語教育推進事業 

・スクールカウンセラー配置事業 

・義務教育施設整備管理事業 

・その他各種補助事業 

 

 ② 生涯学習の充実 

誰もがいつでも学ぶことができる機会を確保するため、生涯学習の充実を図ると

ともに、図書室の環境整備に取り組みます。また、平和の大切さを学習する機会の

提供や平和に関する啓発活動に取り組みます。 

【主な事業】 

・生涯学習推進事業 

・図書室環境整備事業 

・平和祈念事業 

 

 ③ 文化・芸術活動の振興 

まちの文化的な活動を喚起し、市民の交流を促すため、美術館などの文化施設を

活用したイベントや、地域に根ざしたイベントの開催に取り組みます。あわせて、

市民の文化活動及び文化団体の支援に取り組みます。 

【主な事業】 

・市民交流促進事業 

・文化活動支援事業 

・文化協会運営費等補助事業 

 

 ④ 文化財保護の推進 

歴史的遺産や史料の適切な管理に努めるとともに、文化財への理解を促すための

啓発活動に取り組みます。 

【主な事業】 

・文化財補修保護事業 

・文化財保護啓発事業 
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⑤ スポーツ・レクリエーション活動の振興 

市民が心身ともに健康を保つことを目指して、スポーツによって交流の機会を確

保するとともに、スポーツ団体の活動を支援します。あわせて、関連施設の運営・

管理に取り組みます。 

【主な事業】 

・スポーツ団体活動支援事業 

・関連施設運営管理事業 

 

 ⑥ 地域間・国際交流の振興 

歴史・文化的にかかわりのある地域との交流や、友好姉妹都市（スペイン・ヘレ

ス市）との交流を通じて、広い視野と国際的な感覚を持った人材の育成に取り組み

ます。 

【主な事業】 

・地域間交流事業 

・国際交流事業 

 

 

６ 創造的にいきいきと働くことのできるまちづくり         

 

 ① 商業・工業の振興 

市内の事業者が商工業の経営を円滑に行うことができるよう、商工会等に対する

補助や商工業事業者への金融的支援を行うとともに、商店街の活性化支援に取り組

みます。 

【主な事業】 

・商工会等補助事業 

・商店街活性化支援事業 

 

 ② 観光の振興 

市への来訪者を増やすため、観光団体への支援に取り組むとともに、清洲城など

の観光施設の適切な管理と情報発信に取り組みます。 

【主な事業】 

・観光団体支援事業 

・観光施設管理事業 
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７ 新しい時代に対応した、参加と交流のまちづくり（市民参加と行政運営） 

 

 ① 市民参加の推進 

行政への市民参加を一層推進するために、ホームページなどの媒体を通じた行政

情報の提供を進めるとともに、市民参画を通じた行政と市民の協働によるまちづく

りに取り組みます。 

【主な事業】 

・インターネット広報事業 

・市民参画推進事業 

 

 ② 電子自治体の推進 

行政における情報通信基盤の充実や既存の情報システムの見直しにより業務の効

率化を図るとともに、電子申請の充実など住民サービスの向上に取り組みます。 

【主な事業】 

・総合行政ネットワーク事業 

・高度情報化推進事業 

 

 ③ 行政運営の合理化 

行財政改革の推進を通じて、持続性のある行政運営の確立に取り組みます。 

【主な事業】 

・行政改革の推進 
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愛知県は新市の施策と連動しながら、以下に掲載する事業を実施又は検討してい

くことにより、新市のまちづくりを積極的に支援していきます。また、市町村合併

特例交付金による財政支援を行います。 

 

 

 

   主な県事業については、以下のとおりです。 
 

 

６-１ 愛知県の役割 

６-２ 新市における愛知県事業の推進 
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  両市町の合併によって、行政運営の効率化を進める一方で、重複する事業の整理統合を

進めて、行財政運営は貴重な財源をこれまで以上に有効に活用することが可能になると期

待されます。一方で、都市基盤の整備や、少子・高齢化の進展に対応した保健・医療、福

祉サービスの充実など、行政需要は今後とも増加することが予想されます。この需要増大

は、行政運営の効率化や事務事業の整理統合による効果を上回ることが考えられます。 

  こうした状況に対応するためには、新市において合併の効果を最大限に活かして、無駄

なくスリム化した行政運営の体制を整えるとともに、行財政基盤の充実を図り、重要な施

策・事業については重点的に財源を配分していく必要があります。 

以上のことを踏まえ、合併後の行財政運営に当たっては以下の４点を原則とし、これを

行財政運営の基本方針とします。 

 

（１）行政組織のスリム化 

   合併にあわせて庁内の総務等管理部門が集約されることから、職員の適正配置と

組織再編を行い、採用抑制等を通じて臨時職員を含む職員の削減を図ります。また、

市として行なわなければならない施策・事業に業務を絞り込むなど、行政組織のス

リム化を通じた効率的な行政組織の確立を図ります。 

 

（２）国・県の支援策の活用 

   新市においては、流域下水道や公共下水道の整備、都市計画道路の整備など、都

市基盤の整備充実が求められています。これらの事業の多くは大規模な公共事業で

あるとともに、県事業若しくはこれと連携して行われる事業であることから、国・

県の支援策を積極的に活用し、新市の都市基盤整備の推進を図ります。 

 

（３）公共的施設の相互利用等による効率的運営の推進 

   合併に伴う組織のスリム化にあわせて、新市に多く存在する公共的施設について、

相互利用を促進して有効活用を図るとともに、規模拡大による効果が期待できるも

のについては、統合による機能強化や民間活力の導入など、利便性や効率性の向上

に向けた見直しを行い、より質の高いサービスを低コストで実現することを目指し

ます。あわせて、定常的な管理業務については県や周辺市町との連携による広域化・

共同化を模索します。 

 

（４）施策の見直し及び重点化 

これまで両市町が実施してきた各種施策について、住民の負担と受益の関係の適

正化に取り組みます。また、真に必要な分野に資源を重点的に投入するため、行政

評価を活用し、すべての施策について事業効果を踏まえた聖域なき見直しを行いま

す。 
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財政計画は、過去の財政状況や現在の財政制度を参考に、将来の歳入・歳出について推

計したものです。 

計画期間は、合併年度及びこれに続く 15 年度間（平成 21 年度から平成 36 年度まで）

とし、原則、普通会計ベースで推計しています。 

なお、平成21年度から平成29年度までは決算額、平成30年度は決算見込額です。 

また、費目ごとの前提条件は以下のとおりです。 

 

 

 

 

（１）地方税 

現行の制度を基本として、人口推移や経済情勢を踏まえて推計しています。 

 

（２）地方譲与税 

   平成 30 年度決算見込額を基礎として推計しています。 

 

（３）地方交付税 

   普通交付税については、現行の制度を基本として推計しています。 

   また、平成 27 年度以降は、普通交付税の算定の特例（合併算定替）が段階的に

縮減されることから、その影響を見込んでいます。 

 

（４）その他交付金 

   その他交付金については、税制改正等を見込んで推計しています。 

 

（５）国庫支出金・県支出金 

   平成 30 年度決算見込額を基礎に、現行の制度が継続するものとして、扶助費や

投資的経費などの事業費に応じて推計しています。 

 

（６）繰入金 

   各年度について、新市基本計画に登載されている事業等に対応する基金の繰入金

を見込んでいます。 

 

（７）地方債 

   各年度について、新市基本計画に登載されている事業等に対応する地方債を見込

んでいます。 

 

（８）その他の費目 

   平成 30 年度決算見込額を基礎として、概ね現状で推移するものとして推計して

います。 

８-１ 歳入 
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（１）人件費 

   定員適正化計画（平成 26 年度から平成 31年度まで）における一般職員数見込を

基礎として推計しています。 

   また、平成32年度からは会計年度任用職員制度の影響を見込んで推計しています。 

 

（２）扶助費 

   平成 30 年度決算見込額を基礎として、過去の伸び率等を参考に推計しています。 

 

（３）公債費 

   平成 30 年度までに発行が予定されている地方債に係る元利償還金を基礎として、

平成 31 年度以降に計上した地方債に係る元利償還金を加えています。 

 

（４）物件費 

   平成 30 年度決算見込額を基礎として推計しています。 

   また、平成32年度からは会計年度任用職員制度の影響を見込んで推計しています。 

 

（５）補助費等 

   平成 30 年度決算見込額を基礎として推計しています。 

また、平成 31 年度からは下水道事業特別会計の法適化に伴う影響を見込んで推

計しています。 

 

（６）投資及び出資金・貸付金 

   平成 31 年度からの下水道事業特別会計の法適化に伴う影響を見込んで推計して

います。 

 

（７）繰出金 

   国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療特別会計については、平成 30 年度決

算見込額を基礎として、給付費の過去の伸び率等を参考に推計しています。 

   下水道事業特別会計については、今後の事業進捗の予定及び法適化に伴う影響を

見込んで推計しています。 

 

（８）投資的経費 

   各年度について、新市基本計画に登載されている事業等に係る経費を見込んでいます。 

 

（９）その他の費目 

   平成 30 年度決算見込額を基礎として、概ね現状で推移するものとして推計して

います。 

８-２ 歳出 
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新
市
財
政
計
画
（
普
通
会
計
）

 



 

     【
歳
出
】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

（
単
位
：
百
万
円
）
 

年
 
度
 

費
 
目
 

平
成

21
年
度
 
平
成

22
年
度
 
平
成

23
年
度
 
平
成

24
年
度
 
平
成

25
年
度
 
平
成

26
年
度
 
平
成

27
年
度
 
平
成

28
年
度
 
平
成

29
年
度
 
平
成

30
年
度
 
平
成

31
年
度
 
平
成

32
年
度
 
平
成

33
年
度
 
平
成

34
年
度
 
平
成

35
年
度
 
平
成

36
年
度
 

 

人
件

費
 

3
,
89
2 

3
,
60
6 

3
,
62
5 

3
,
51
7 

3
,
45
4 

3
,
46
8 

3
,
51
8 

3
,
43
7 

3
,
40
7 

3
,
52
7 

3
,
53
8 

4
,
55
4 

4
,
54
2 

4
,
56
5 

4
,
58
4 

4
,
62
0 

 

扶
助

費
 

2
,
53
1 

3
,
69
1 

3
,
92
0 

3
,
92
5 

4
,
05
7 

4
,
51
1 

4
,
45
6 

4
,
66
2 

4
,
87
4 

4
,
75
7 

4
,
95
3 

5
,
15
8 

5
,
37
1 

5
,
59
2 

5
,
82
3 

6
,
06
4 

 

公
債

費
 

1
,
75
3 

1
,
82
8 

1
,
74
8 

1
,
75
1 

1
,
84
9 

1
,
84
3 

1
,
74
5 

1
,
78
9 

1
,
84
0 

1
,
77
1 

1
,
84
6 

2
,
11
4 

2
,
33
8 

2
,
36
0 

2
,
29
9 

2
,
16
5 

 

物
件

費
 

4
,
54
7 

4
,
54
0 

4
,
63

8 
4
,
50
2 

4
,
62
1 

4
,
74
3 

4
,
86
8 

4
,
96
6 

4
,
88
1 

5
,
54
1 

5
,
60
2 

4
,
69
1 

4
,
53
8 

4
,
59
5 

4
,
56
4 

4
,
44
6 

 

維
持

補
修

費
 

1
0
9 

1
0
0 

9
8 

9
3 

1
0
1 

1
0
0 

1
0
1 

1
0
0 

1
0
0 

1
0
5 

1
0
5 

1
0
5 

1
0
5 

1
0
5 

1
0
5 

1
0
5 

 

補
助

樋
等
 

3
,
41
2 

2
,
14
7 

1
,
91
3 

2
,
05
7 

1
,
85
8 

1
,
96
6 

2
,
01
3 

1
,
98
5 

2
,
14
1 

2
,
38
9 

3
,
56
6 

3
,
46
5 

3
,
25
1 

3
,
28
8 

3
,
34
1 

3
,
44
3 

 

積
立

金
 

6
9
3 

7
0
3 

1
,
43
7 

7
4
3 

3
6
8 

1
,
09
6 

1
,
32
2 

1
,
01
1 

6
0
2 

8
3
8 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

 

投
資
及
び
出
資
金
・
貸
付
金
 

1
1
7 

1
1
3 

1
1
3 

1
1
3 

1
1
3 

1
0
8 

1
0
8 

1
0
8 

1
0
7 

1
0
7 

1
,
08
5 

2
8
2 

2
7
4 

2
6
5 

2
6
5 

2
6
5 

 

繰
出

金
 

1
,
58
8 

2
,
25
8 

2
,
17
5 

2
,
31
1 

2
,
97
0 

2
,
61
2 

2
,
57
4 

2
,
78
2 

3
,
16
9 

3
,
10
3 

2
,
05
3 

2
,
07
1 

2
,
07
9 

2
,
08
8 

2
,
06
8 

2
,
08
6 

 

投
資

的
経

費
 

2
,
78
3 

1
,
57
9 

1
,
88
9 

2
,
22
9 

2
,
27
4 

3
,
16
0 

3
,
01
3 

4
,
34
6 

2
,
90
8 

2
,
55
0 

5
,
49
0 

4
,
26
2 

3
,
36
2 

1
,
68
4 

1
,
38
1 

7
4
8 

 

合
計
 

2
1
,4
25
 

2
0
,5
65
 

2
1
,5
56
 

2
1
,2
41
 

2
1
,6
65
 

2
3
,6
07
 

2
3
,7
18
 

2
5
,1
86
 

2
4
,0
29
 

2
4
,6
88
 

2
8
,2
38
 

2
6
,7
02
 

2
5
,8
60
 

2
4
,5
42
 

2
4
,4
30
 

2
3
,9
42
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